
令和７年度
６月補正予算の概要

愛媛県西条市
西条市は持続可能な開発目標（SDGs）を支援しています。
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（単位：千円・％）

増減率

既 定 計 6月までの予算額 最終予 算額 (A) － (B) (A) － (C) (D)／(B)

予 算 額 そ の １ そ の ２ 計 (A) (B) (C) (D) (E) (F)

50,440,774 435,584 2,631,402 3,066,986 53,507,760 55,646,529 59,867,049 △ 2,138,769 △ 6,359,289 △ 3.8

12,214,557 － △ 303,478 △ 303,478 11,911,079 12,546,963 12,702,643 △ 635,884 △ 791,564 △ 5.1

12,036,869 － － － 12,036,869 12,324,392 12,456,861 △ 287,523 △ 419,992 △ 2.3

3,382 － － － 3,382 18,683 18,683 △ 15,301 △ 15,301 △ 81.9

64,423 － － － 64,423 86,376 86,376 △ 21,953 △ 21,953 △ 25.4

21,125 － － － 21,125 20,726 20,726 399 399 1.9

821 － － － 821 821 1,238 0 △ 417 0.0

2,844 － － － 2,844 14,762 16,253 △ 11,918 △ 13,409 △ 80.7

2,019,352 － 2,657 2,657 2,022,009 2,007,772 2,003,393 14,237 18,616 0.7

－ － － － － 48,721 49,334 △ 48,721 △ 49,334 皆減

26,363,373 － △ 300,821 △ 300,821 26,062,552 27,069,216 27,355,507 △ 1,006,664 △ 1,292,955 △ 3.7

1,943,435 － － － 1,943,435 1,912,828 1,912,828 30,607 30,607 1.6

287,976 － － － 287,976 420,476 420,476 △ 132,500 △ 132,500 △ 31.5

6,039,360 － － － 6,039,360 5,805,016 5,805,016 234,344 234,344 4.0

8,270,771 － － － 8,270,771 8,138,320 8,138,320 132,451 132,451 1.6

85,074,918 435,584 2,330,581 2,766,165 87,841,083 90,854,065 95,360,876 △ 3,012,982 △ 7,519,793 △ 3.3
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一 般 会 計

特

別

会

計
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定額減税補足給付金支給事業

市民生活部 くらし支援課

435,584千円

令和６年度に実施した「定額減税補足給付金（当初調整給付）」においては、令和５年
所得等を基に給付金額を算定していたことから、令和６年分所得税及び定額減税の実績額
等が確定したことにより、本来給付すべき所要額に不足額が生じた方に対し、その不足額
分を支給するとともに、本人及び扶養親族等として定額減税対象外であり、低所得世帯向
け給付金の対象ではなかった方に対して、給付金を支給する。

➢ 支給対象者 ： ①令和６年分所得税及び定額減税の実績額等が確定したのちに、本来
給付すべき所要額と当初調整給付額との間で不足が生じた方

②本人及び扶養親族等として定額減税対象外であり、低所得世帯向け
給付の対象世帯の世帯主・世帯員にも該当しなかった方

➢ 支給額 ： ①本来給付すべき所要額－当初調整給付額、②原則4万円を支給
➢ 対象者数 ： 12,000人（見込）
➢ 支給開始時期： 令和７年７月中旬（予定）

▼ 定額減税補足給付金（不足額） 算出イメージ

（千円）

事業費 国・県 その他 一般財源

435,584 - - 435,584

（※）

（※）物価高騰対応重点支援地方創生臨時交付金を活用

（千円）

金額

補助金 (定額減税補足給付金) 410,000

委託料 (業務補助等) 14,269

その他 11,315

費目
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【新規】キャッシュレス公共施設予約システム導入事業

現在、社会体育施設のみにおいて利用可能な公共施設予約システムについて、新
たに使用料のオンライン決済が可能なシステムを導入するとともに、対象施設を社
会体育施設以外にも拡大することにより、利用者の利便性向上と管理業務の効率化
を図る。

こども健康部 スポーツ健康課

3,831千円

➢ オンライン決済導入予定施設
・社会体育施設２９施設（総合体育館、西条市民公園テニスコート等）
・学校開放小中学校施設７３施設（体育館、運動場、武道場）
・社会教育施設３施設（総合文化会館、丹原文化会館、生涯学習の館）
・福祉センター２施設（総合福祉センター、西部総合福祉センター）

行財政運営の推進

【新規】健幸都市推進事業
こども健康部 健康医療推進課

12,300千円

健康づくり・医療体制の充実

市民の健康寿命の延伸を図り、住民福祉の増進を目指す「第３次西条市健康づくり
計画」のビジョン実現に向けて、社会課題である「女性の健康」に着目し、アクショ
ンプランの策定や推進パートナー制度の創設など「女性の健幸応援プロジェクト」を
推進する。

➢ 事業内容
・健幸づくりアクションプラン策定事業
（健診（検診）受診率向上施策や減塩対策等、愛媛大学等と連携した実行計画の策定）
・健幸づくり推進パートナー支援事業
（LOVE SAIJOポイントを活用した民間事業者の取組応援）
・女性の健幸づくりプロモーション推進事業
（若年女性向けポータルサイト開設、SNS、イベント、車体広告等による情報発信）

（千円）

事業費 国・県 その他 一般財源

12,300 5,900 - 6,400

国1/2

（千円）

金額

委託料
(健幸づくりプロ
モーション業務等) 11,064

通信運搬費 518

その他 718

費目

（千円）

事業費 国・県 その他 一般財源

3,831 1,911 - 1,920

国1/2

（千円）

金額

委託料
(キャッシュレス公共施

設予約システム導入) 3,823

手数料 8

費目
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地域産業活性化推進事業
地域人材確保支援事業

急速な人口減少や社会環境の変化に直面する中、市内中小企業等が抱える、生産
性向上や高付加価値化、質の高い雇用創出などの課題について、 DX（デジタルト
ランスフォーメーション）の推進により、業務の効率化や新たな価値創出を後押し
し、企業全体の底上げを図ることで、変化の激しい社会情勢にも柔軟に対応できる
持続的な地域経済の発展を目指す。

産業経済部 産業振興課

35,234千円
7,649千円

企業活動の活性化、産業人材・雇用環境

➢ 地域産業活性化推進事業【事業費 35,234千円】

・中小企業等デジタル化実態調査
市内事業者を対象としたデジタル化等に関する実態調査を実施する。

・DX推進専門コーディネーター設置
専門コーディネーターを設置し、経営課題の抽出、課題解決の助言、

単独では解決困難な企業等に対するマッチング等の支援を通じて、企業の
DX推進を図るコーディネート支援を行う。

・企業データプラットフォーム構築事業
ビジネスマッチングを目指した市内企業データベースを構築する。

・デジタル人材の育成
大学等と連携し、リスキリングプログラムへの参加促進を行う。

➢ 地域人材確保支援事業【事業費 7,649千円】

・副業・兼業人材の活用
地域産業活性化推進事業と連携し、企業と副業・兼業人材とのマッチン

グ等を行う。
・デジタル人材の確保

将来的なデジタル人材確保に向けたインターン等の支援を行う。

※その他、GX（グリーントランスフォーメーション）分野における機運醸成、
相談体制の構築にもあわせて取り組む。

（千円）

事業費 国・県 その他 一般財源

42,883 40,707 - 2,176

国1/2

（千円）

金額

委託料
(地域中小企業等総合支
援事業等) 42,883

費目
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新しい地方経済・生活環境創生交付金活用事業一覧

持続可能で魅力的な地域の共創に向けて、国の「新しい地方経済・生活環境創生交付
金」を活用し、地域の課題解決や魅力向上につながる各種事業に取組む。

事業名（所管課） 事業概要
当初

予算額
6月補正
予算額

予算額
計

交付金
額

健幸都市推進事業
（健康医療推進課）

社会課題である「女性の健康」に
着目し、アクションプランの策定
や推進パートナー制度の創設など
「女性の健幸応援プロジェクト」
を推進する。

- 12,300 12,300 5,900

キャッシュレス公共施設予
約システム導入事業
（スポーツ健康課）

使用料のオンライン決済が可能な
公共施設予約システムを導入する
とともに、対象施設を拡大し、利
用者の利便性向上と管理業務の効
率化を図る。

- 3,831 3,831 1,911

地域産業活性化推進事業
（産業振興課）

ＤＸの推進により、業務の効率化
や新たな価値創出を後押しし、企
業が抱える各種経営課題の解決を
支援することで、持続的な地域経
済の発展を目指す。

26,326 35,234 61,560 30,715

地域人材確保支援事業
（産業振興課）

企業と副業・兼業人材のマッチン
グや、インターンの実施等により、
企業が抱える人材確保に係る課題
解決を支援することで、持続的な
地域経済の発展を目指す。

12,335 7,649 19,984 9,992

シティプロモーション推進
事業
（シティプロモーション推
進課）

ＳＮＳ等に加えて、ショート動画
による情報発信などを新たに加え、
活動人口の創出・拡大等を目指す
ことで、地域のにぎわい創出を図
る。

12,360 7,335 19,695 8,534

移住促進事業
（移住推進課）

若者及び子育て世代を中心に、本
市の魅力発信や個別無料移住体験
ツアーなど、移住・定住施策をさ
らに充実することで、活動人口の
創出及び地域の活性化を図る。

35,787 3,190 38,977 3,599

地域自治推進事業
（市民協働推進課）

地域住民が主体的に取り組み、地
域の特性に応じて自ら課題解決す
る仕組みづくりや地域未来ビジョ
ン策定等に対する支援を行う。

9,897 - 9,897 2,347

合 計 96,705 69,539 166,244 62,998
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橋りょう長寿命化事業

地域道路網の安全性と信頼性を確保するため、「橋梁長寿命化修繕計画」に基づき、
修繕の優先順位の高い橋りょうから、順次調査設計・修繕工事及び5年周期での定期的
な点検を実施する。本年度は、境橋、梶橋等の維持補修工事及び橋梁長寿命化修繕計画
の見直し等を行う。

建設部 建設道路課

198,410千円

➢ 橋りょう維持補修工事（5橋）、橋りょう修繕設計委託（5橋）
➢ 橋りょう点検及び長寿命化修繕計画更新委託

交通体系の整備

・事業期間 ： 平成22年度～令和12年度（点検4巡目）
・橋りょう数 ： 894橋（市道橋）

建設部 建設道路課

9,720千円【新規】自転車ネットワーク整備事業

令和6年5月に策定した「自転車ネットワーク計画」に基づき、自転車通行帯のカ
ラー化や路面標示による通行位置の明示など、路線整備を促進することで、安全で快適
な自転車通行空間を確保し、さらなる自転車利用の促進を図るとともに、市内外との交
流の活性化を目指す。

交通体系の整備

➢ 自転車通行帯路面標示整備工事

・事業期間 ： 令和7年度～令和15年度
・総事業費 ： 約１億1,200万円
・全体事業概要 ： 市道16路線 延長L＝16.5ｋｍ

（千円）

金額

工事費 (路面標示整備) 9,700

20

費目

消耗品費

（千円）

事業費 国・県 その他 一般財源

9,720 5,225 - 4,495

国5.5/10

（千円）

金額

工事費 （橋りょう維持補修） 125,160

委託料 （点検調査等） 73,220

消耗品費 30

費目

（千円）

事業費 国・県 その他 一般財源

198,410 119,603 - 78,807

国5.5/10



- 9 -

建設部 都市計画課

12,547千円

都市基盤の整備

都市計画マスタープラン等策定事業

社会情勢の変化への対応や新たな工業団地の整備を見据えた都市づくりを進めるため、
将来の土地利用、道路、誘導施設などの都市計画に関する基本的な方針を定めた都市計
画マスタープランと立地適正化計画を策定する。

➢ 事業期間 ： 令和6年度～令和7年度
➢ 総事業費 ： 約2,300万円
➢ 計画概要 ： ・都市計画マスタープラン

基本的な方針を示し、まちづくりの将来像を示す計画
・立地適正化計画

都市機能の立地、公共交通の充実等に関する包括的な計画

都市公園安全・安心対策緊急総合支援事業

建設部 都市計画課

18,682千円

都市基盤の整備

➢ 遊具更新工事 小松中央公園、丹原総合公園

・事業期間 ： 平成27年度～令和11年度
・総事業費 ： 約5億5,000万円
・全体事業概要 ： 公園施設バリアフリー化、遊具更新

「都市公園施設長寿命化計画」に基づき、公園施設のバリアフリー化や遊具の更新を
行い、誰もが安全で安心して利用できる公園の整備を行う。本年度は、２公園の遊具を
更新する。

（千円）

金額

委託料
(都市計画マスタープラン等

策定支援業務） 12,547

費目

（千円）

事業費 国・県 その他 一般財源

12,547 1,103 - 11,444

国1/2

（千円）

金額

工事費 (都市公園施設改修) 18,662

消耗品費 20

費目

（千円）

事業費 国・県 その他 一般財源

18,682 8,931 - 9,751

国1/2
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東予港複合一貫輸送ターミナル整備事業

貨物需要の増大及び船舶の大型化への対応、災害時の緊急物資輸送拠点としての機能
強化を目的に、国及び県が実施する複合一貫輸送ターミナル整備事業費の一部を負担す
る。

建設部 港湾河川課

20,951千円

都市基盤の整備

➢ 直轄港湾整備事業：埋没対策
➢ 県関連事業：緑地整備

・事業期間 ： 平成26年度～令和7年度
・総事業費 ： 約219億円（国施工約183億円、県施工約36億円）
・全体事業概要 ： 岸壁 L＝260ｍ、泊地Ａ＝12.7ha、航路 W＝190m

緑地 A＝2.5ha 等

建設部 港湾河川課

100,000千円西条地区小型船だまり建設事業

東予港西条地区において、河口付近に散在する漁船等を移転集約することにより、港
内の安全を確保するとともに、漁業者の利便性向上による漁業振興を図る。本年度は物
揚場の地盤改良工事を行う。

都市基盤の整備

➢ 物揚場地盤改良工事

・事業期間 ： 平成6年度～令和12年度
・総事業費 ： 約66億円（県施工 62億円、市施工 4億円）
・全体事業概要 ： 埋立面積 A＝3.8ha

防波堤 L＝630m、物揚場 L＝339m、護岸 L＝84ｍ

（千円）

金額

負担金
(西条地区小型船だまり建設

事業費) 100,000

費目

（千円）

事業費 国・県 その他 一般財源

100,000 - - 100,000

（千円）

金額

負担金
(東予港複合一貫輸送ターミ

ナル整備事業費) 20,894

旅費 57

費目

（千円）

事業費 国・県 その他 一般財源

20,951 - - 20,951
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木造住宅耐震改修事業

木造住宅の耐震化を図ることにより、大地震等から市民の生命・財産を守るため、現
行の木造住宅耐震改修事業費補助金の補助対象経費を拡充し、耐風改修（屋根改修）及
び耐震シェルター設置に対しても助成する。

建設部 建築審査課

30,652千円

住宅・宅地の整備

➢ 事業内容 ：・耐震改修工事 費用の4/5以内で上限115万円
・耐震改修設計 費用の4/5以内で上限20万円
・耐風改修工事【新規】 費用の23％以内で上限55万2千円
・耐震シェルター設置工事【新規】上限40万円

公営住宅等長寿命化事業
建設部 施設管理課

49,267千円

住宅・宅地の整備

老朽化が進む市営住宅の長寿命化を図るため、「公営住宅等長寿命化計画」に基づき、
改善、建て替え、用途廃止等の事業を実施する。本年度は、新堀団地１区外壁改修工事
及び御陣家南団地１棟外壁改修実施設計等を行う。

➢ 実施設計 御陣家南団地１棟
➢ 外壁改修工事 新堀団地１区

・事業期間 ： 平成27年度～令和15年度
・総事業費 ： 約19億8,000万円
・全体事業概要 ： 市営住宅の外壁改修、解体工事等

（千円）

金額

工事費 (公営住宅維持補修) 46,090

委託料 (実施設計) 3,177

費目

（千円）

事業費 国・県 その他 一般財源

49,267 9,165 - 40,102

国1/2

（千円）

金額

補助金
（木造住宅耐震改
修事業費） 30,652

費目

（千円）

事業費 国・県 その他 一般財源

30,652 21,778 - 8,874

国1/2
県1/4



- 12 -

防災事業
【新規】（感震ブレーカー設置支援事業費補助金）

能登半島地震の発生等により、市民の地震災害に備えることの重要性に対する意識が高
まる中、県と連携し、感震ブレーカーの購入及び設置に対し助成を行うことで、震災後の
通電火災による被害拡大を抑制し、南海トラフ地震から命を守るための備えを支援する。

➢ 補 助 率 ： 購入及び設置経費の3/4（上限1万5,000円）
➢ 対象物品 ： 感震ブレーカー（分電盤増設タイプ、コンセントタイプ、

簡易タイプ）
➢ 対象世帯 ： 市内に住所を有する全世帯

消防本部 予防課

3,000千円

防災・減災対策の強化

（千円）

金額

補助金
（感震ブレーカー
設置支援事業費） 3,000

費目

（千円）

事業費 国・県 その他 一般財源

3,000 1,000 - 2,000

県1/3

消防車両等整備事業

配備から35年が経過する三芳分団の小型動力ポンプ積載車を更新整備するほか、総務
省消防庁から無償貸与された車両を活用し、配備から27年が経過する中川分団の消防ポ
ンプ自動車を更新し、地域消防の最前線で活動する消防団装備の充実強化を図る。

➢ 更新車両 ： 小型動力ポンプ積載車（普通自動車）１台（三芳分団）
消防ポンプ自動車（3.5t未満） １台（中川分団）

消防本部 警防課

11,280千円

防災・減災対策の強化

（千円）

金額

備品購入費
(小型動力ポンプ
積載車) 10,824

手数料 367

その他 89

費目

（千円）

事業費 国・県 市債 一般財源

11,280 9,916 900 464

緊急防災・減災

事業債

100％
県(定額)
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教育委員会事務局 教育総務課

学校教育の充実

神戸小学校施設長寿命化事業 405,620千円

建築から46年が経過し、老朽化が進む神戸小学校校舎について、構造躯体の耐久性を
高める改修やライフラインの更新など、施設寿命を30年延伸するための改修を行うとと
もに、公民館との複合化を図るため、校舎内共用スペースを整備する。

➢ 実施校舎 ： 神戸小学校校舎（ＲＣ造4階建て、延床面積2,926㎡）
➢ 事業内容 ： 建物補強、屋上防水、外壁塗装、トイレ更新（洋式化）、

室内照明ＬＥＤ化、仮設校舎建設等
➢ 事業期間 ： 令和6年度～令和8年度
➢ 総事業費 ： 約8億5,600万円

（千円）

金額

工事費 （長寿命化改修） 398,127

委託料 （施工監理等） 5,150

その他 2,343

費目

（千円）

事業費 国・県 市債 一般財源

405,620 21,043 343,900 40,677

公共施設等適正

管理推進事業債

90％
国1/2

学校教育の充実

教育委員会事務局 教育総務課

小学校施設躯体健全化事業
中学校施設躯体健全化事業

134,071千円
274,396千円

老朽化の進行具合の著しい学校施設（28棟）の外壁改修及び耐震補強工事等を計画
的に実施することで、学校施設の躯体健全化を図り、児童生徒の安全安心な学習環境を
確保する。本年度は、小中学校４校（４棟）の改修等を行う。

➢ 事業内容 ： 耐震補強、外壁改修、塗装修繕工事等
➢ 実施校舎及び事業費： 玉津小学校（9,128万3千円）

楠河小学校（4,278万8千円）
西条東中学校（1億2,730万7千円）
西条北中学校（1億4,708万9千円）

（千円）

金額

工事費 (躯体健全化改修) 373,174

委託料 (施工監理) 35,293

費目

（千円）

事業費 国・県 市債 一般財源

408,467 142,018 146,000 120,449

学校教育施設等

整備事業債

90％

国1/2
国1/3
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教育委員会事務局 学校教育課

学校教育の充実

小学校ＩＣＴ教育推進事業（電子黒板更新）70,785千円

導入から10年目を迎える電子黒板を更新し、学校現場におけるＩＣＴ環境を整備する
ことで、文部科学省が推進する「ＧＩＧＡスクール構想」に基づいた児童生徒の個別最
適な学びと協働的な学びの充実を図る。

➢ 事業期間 ： 令和7年度～令和9年度
➢ 総事業費 ： 約2億400万円

（小学校：約1億4,100万円、中学校：約6,300万円）
➢ 更新台数 ： 小学校358台（令和7年度：180台、令和8年度：178台）

中学校160台（令和9年度）

教育委員会事務局 学校教育課

学校教育の充実

【新規】フッ化物洗口普及事業 302千円

小中学校において定期的にフッ化物洗口を実施することで、児童生徒の虫歯予防の推
進とともに、毎日の歯磨きの重要性や歯の健康が及ぼす全身の健康への影響について理
解の醸成を図る。

➢ 実施校 ： 小松小学校、吉井小学校、中川小学校、丹原東中学校
➢ 実施方法 ： ミラノールによるフッ化物洗口
➢ 実施頻度 ： 原則、週に１回

（千円）

金額

備品購入費（電子黒板） 65,142

手数料 5,643

費目

（千円）

事業費 国・県 市債 一般財源

70,785 - 58,600 12,185

デジタル活用推
進事業債

90％

（千円）

金額

消耗品費 302

費目

（千円）

事業費 国・県 その他 一般財源

302 151 - 151

県1/2
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県営基幹水利施設ストックマネジメント事業

施設の老朽化が進む排水機場等の水利施設について、施設の長寿命化とライフサイ
クルコストの低減を図るため、県が策定した機能保全計画に基づき、補修・更新を実
施する。本年度は明神木地区、神戸釜の口地区及び蛭子地区に加え、北条地区と壬生
川地区の事業に着手する。

農林水産部 農林土木課

69,174千円

農業の振興

➢ 事業地区：明神木、神戸釜の口、蛭子、北条、壬生川
➢ 事業期間：令和４年度～令和12年度
➢ 総事業費：20億7,800万円
➢ 事業概要：排水機場補修更新、頭首工補修更新

団体営基盤整備促進事業

施設の老朽化が進む小向高水口地区の取水堰について、既存の木堰を撤去し、新た
な起伏ゲートに更新整備することで、維持管理の省力化や生産性の向上を図る。

農林水産部 農林土木課

24,205千円

農業の振興

➢ 事業地区：小向高水口（楠）
➢ 事業概要：起伏ゲート整備、電柱移転補償等

（千円）

金額

負担金
(県営土地改良事業
費等） 69,174

費目

（千円）

事業費 国・県 その他 一般財源

69,174 - - 69,174

（千円）

金額

工事費 (排水路等改修） 23,185

補償金 895

負担金
(県土地改良事業団
体連合会) 125

費目

（千円）

事業費 国・県 その他 一般財源

24,205 11,731 2,408 10,066

負担金

10%
県55％
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県営ほ場整備事業

農地の利用集積や効率的な農業経営の確立を目指し、狭小や不整形な農地の区画整
理、農道及び水路等の整備を行うことで、生産基盤の整備を通じた農業経営の安定化
及び農業生産の体質強化を推進する。

農林水産部 農業基盤整備課

51,589千円

農業の振興

➢ 整備地区 ：大頭、安井、一本松、新屋敷、新宮藤木、道場
➢ 事業期間 ： 平成23年度～令和10年度
➢ 総事業費 ： 約50億円
➢ 受益面積 ： 約130ha

団体営ほ場整備事業 115,591千円

【飯岡亀の甲地区】
➢ 事業期間 ： 令和4年度～令和9年度
➢ 総事業費 ： 約2億7,600万円
➢ 受益面積 ： 約6.6ha

（１）県営ほ場整備事業

（２）団体営（市営）ほ場整備事業

【庄内五ヶ谷池下地区】
➢ 事業期間 ： 令和５年度～令和9年度
➢ 総事業費 ： 約7,300万円
➢ 受益面積 ： 約1.3ha

（千円）

金額

委託料 (換地設計等) 37,436

負担金
(県営土地改良事業
費等) 12,539

その他 1,614

費目

（千円）

事業費 国・県 その他 一般財源

51,589 38,264 - 13,325

県10/10

県1/2ほか

（千円）

金額

工事費 (ほ場整備) 113,036

委託料 (換地設計等) 2,045

その他 510

費目

（千円）

事業費 国・県 その他 一般財源

115,591 75,287 7,531 32,773

分担金

10％

県7/10
県1/2
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鳥獣被害防止総合対策事業

鳥獣による農林業等に係る被害が深刻化していることから、「鳥獣被害防止計画」
に基づき、市鳥獣被害防止対策協議会が実施する、捕獲機材の整備及び捕獲活動等の
被害防止対策に関する取組を支援する。

農林水産部 林業振興課

7,800千円

➢ 実施主体 ： 市鳥獣被害防止対策協議会
➢ 事業内容 ： ①大型箱わなの導入 ：イノシシ用

②大型囲いわなの導入：ニホンザル用
③有害捕獲の実施 ：イノシシ、ニホンザル、ニホンジカ

林業の振興

新規漁業就業者定着促進事業

漁業に従事する人材の確保・定着を図るため、新規漁業就業者を積極的に確保・育
成する県漁業協同組合の市内支所に対して、就業者の漁船燃料代等、漁業活動経費の
一部を助成する。

農林水産部 農水振興課

1,400千円

➢ 補助期間 ：令和7年度～令和9年度
➢ 事業実施者 ：県漁業協同組合西条支所
➢ 新規就業者要件：次の①～③のすべてに該当する漁業者

①概ね満45歳未満、②就業後3年以内、③独立して自営

水産業の振興

（千円）

事業費 国・県 その他 一般財源

1,400 700 - 700

県1/2

（千円）

金額

補助金
(新規漁業就業者定
着促進事業費) 1,400

費目

（千円）

金額

補助金
(鳥獣被害防止総合
対策事業費) 7,800

費目

（千円）

事業費 国・県 その他 一般財源

7,800 7,500 - 300

県10/10
県1/2


